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第５章 まとめ 

１．企業の自主的な取組の重要性 
・パートタイム労働者の働きや貢献に見合った正社員との均等・均衡待遇を推進し、パートタイム労

働者がいきいきと働くことができる職場環境を整備するためには、パートタイム労働者の雇用管理

の改善に向けた企業の自主的な取組が重要となる。 

・具体的には、雇用しているパートタイム労働者の職場環境や職務内容等を踏まえ、パートタイム労

働者の雇用管理の改善のために必要と考えられる措置を講じていくことが求められる。 

・また、その実効性を高めるためには、正社員との均等・均衡待遇の確保の観点も踏まえつつ、正社

員も含めた全社員がパートタイム労働者の雇用管理の改善に向けた取組に対して、十分な理解と協

力を得られるような機運の醸成や制度の構築が重要となる。 

 
２．国の役割及び具体的な支援の方向性 
（国の役割） 

・パートタイム労働者の雇用管理の改善のためには企業の自主的な取組が基本となるが、そのための

社会的機運を醸成し、企業の自主的かつ積極的な取組を社会的に評価するなど、その促進を図る役

割を国が担うことが求められる。 

（具体的な支援の方向性） 

・パートタイム労働者の雇用管理の改善に取り組む企業に対する意識啓発を図り、取組内容の改善や

質の向上を図るとともに、企業の自主的かつ積極的な取組を促進させるため、国として、以下に示

すような取組を行うことが有効と考えられる。 

●パート労働者活躍企業診断サイト及び宣言サイトの活用促進 

（パート労働者活躍企業診断サイトの活用促進） 

・「パート労働者活躍企業診断サイト」を活用し、パート指標で自社のパートタイム労働者の雇用管

理状況を診断することにより、自社のパートタイム労働者の活躍に向けた取組状況や同じ業界内で

の位置づけ等をレーダーチャートや得点率として客観的に把握し、分析することができ、具体的な

対策を講じやすくなる。診断の結果、パートタイム労働法等が定める水準を満たしていない項目が

あった場合は早急に是正・改善を図る必要があり、また、取組が進んでいる分野はさらなる取組を

進め、パートタイム労働者が働きやすい職場とするために、自社の課題を自主的に解決していくこ

とが重要である。その際には、他社の好事例や、改善に向けたアドバイスも、自社の取組の参考と

することができる。 

・このため、引き続き、パートタイム労働者を雇用する事業所、企業に対してパート労働者活躍企業

診断サイトの周知を図り、パート指標のさらなる活用促進を図ることが重要である。 

（パート労働者活躍企業宣言サイトの活用促進） 

・「パート労働者活躍企業宣言サイト」を活用し、パートタイム労働者の活躍推進のため、自社で行

っている雇用管理改善の取組やその特徴・工夫、今後の目標等を自主的に発信（宣言）することに

より、パートタイム労働を希望する求職者や、宣言企業のサービス、製品などを利用する一般ユー

ザーなどに、パートタイム労働者の活躍に向けて積極的に取り組む企業であることをＰＲすること

ができる。 

・宣言するためには、「パート労働者活躍企業診断サイト」で診断し、必ず実施しなければならない
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取組（義務項目）をすべて実施していることが条件となることから、宣言企業のブランドを高める

インセンティブになることも期待される。 

・このため、パートタイム労働者を雇用する事業所、企業に対して、診断サイトと合わせて、「パー

ト労働者活躍企業宣言サイト」のさらなる活用促進を図るとともに、広く国民に周知し、パート労

働者活躍企業宣言の認知度を高めることが重要である。 

●表彰制度の創設 

・企業の自主的な取組を促進させるためには、他の模範となるパートタイム労働者の雇用管理の改善

のための取組を推進している企業等を表彰し、その取組内容や効果等を広く国民に周知することが

効果的である。 

・規模の大きな取組によってあらゆる分野で総合的に顕著な成果が現れているような大企業に限らず、

地域の中小企業や事業所であっても、パートタイム労働者の均等・均衡待遇の実現に特に積極的に

取り組み、特に優れた特徴を持つ企業等についても表彰の対象とすることにより、一部の企業規模、

地域、業種に偏らない全国規模での企業等の取組を促進する効果が期待できる。 

・表彰基準として、前述の「パート労働者活躍企業診断サイト」「パート労働者活躍企業宣言サイト」

の活用を関連させることにより、各サイトを通じたパート指標及びパート労働者活躍企業宣言の活

用促進も図られ、表彰に向けたさらなる取組促進とともに相乗効果が期待される。 

・このため、第２章「パートタイム労働者の雇用管理と均等・均衡待遇に関するアンケート調査」及

び第３章「パートタイム労働者の雇用管理と均等・均衡待遇に関するヒアリング調査」の結果を踏

まえ、以下の基準を満たす企業を対象とする表彰制度の創設を提言する。 
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パートタイム労働者活躍推進企業表彰（案） 

 

１ 趣旨 

  パートタイム労働者の働きや貢献に見合った正社員との均等・均衡待遇を推進し、パ

ートタイム労働者がいきいきと働くことができる職場環境を整備するためには、パート

タイム労働者の雇用管理の改善に向けた企業の自主的な取組が重要である。 

  このため、他の模範となるパートタイム労働者の雇用管理の改善のための取組を推進

している企業等を表彰し、これを広く国民に周知することにより、企業の取組を促進す

ることを目的とする。 

 

２ 表彰の対象 

（１）グランプリ 

パートタイム労働者の雇用管理の改善のために、他の模範となる取組を推進し、そ

の成果が顕著である企業 

（２）優良賞 

地域において、パートタイム労働者の雇用管理の改善のために、他の模範となる取

組を推進し、その成果が認められる企業・事業所 

（３）奨励賞 

地域において、パートタイム労働者の雇用管理の改善のための取組を推進している

と認められる企業・事業所 

 

３ 表彰基準 

（１）パートタイム労働者均等・均衡待遇指標（パート指標）の診断結果が、雇用する全

てのタイプのパートタイム労働者に係る取組において、総得点率 50％以上であること。 

（２）パートタイム労働者の活躍に向けて取り組む企業として「パート労働者活躍企業宣

言サイト」に取組内容や今後の目標等を掲載（宣言）していること。 

（３）パートタイム労働者の雇用管理の改善のために、パートタイム労働者の活躍に向け

た取組（法定を上回る自主的な取組）を行い、かつ、実績または成果が認められること。 
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・具体的な表彰基準（案）を以下に示す。 

 

パートタイム労働者活躍推進企業表彰基準（案） 

 

１ 応募対象 

パートタイム労働者の雇用管理の改善に向けて取り組んでいる企業を応募対象とする。 

グランプリは企業を対象とする。 

優良賞及び奨励賞は、企業または事業所を対象とする。 

 

２ 応募資格 

（１）応募時点において、パートタイム労働法の義務規定違反がないこと。 

（２）上記以外の労働関係法令に関し重大な違反がなく、かつ、その他の法令上又は社会通
念上、表彰にふさわしくないと判断される問題がないこと。 

（３）表彰を受けた場合、取組内容の公表が可能であること。 

 

３ 表彰基準 

（１）パートタイム労働者均等・均衡待遇指標（パート指標）の診断結果が、雇用する全て
のタイプのパートタイム労働者に係る取組において、総得点率 50％以上であること。 

 

（２）パートタイム労働者の活躍に向けて取り組む企業として「パート労働者活躍企業宣言
サイト」に取組内容や今後の目標等を掲載（宣言）していること。 

 

（３）パートタイム労働者の雇用管理の改善のために、パートタイム労働者の活躍に向けた
取組（法定を上回る自主的な取組）を行い、かつ、実績または成果が認められること。 

なお、以下の取組のうち、グランプリは６つ以上（①～⑤の全てを含む）、優良賞は
５つ以上（①～⑤のうち３つ以上を含む）、奨励賞は３つ以上（①～⑤のうち１つ以上
を含む）の取組を実施していること。 

① 賃金や諸手当について、パートタイム労働者の働きや貢献に見合った勘案要素・支給
基準の制度を適用し、運用していること。 

② パートタイム労働者に対して、能力、勤務態度、成果などに関する評価を行い、その
結果を処遇（賃金や昇進等）に反映させる評価制度を導入し、運用していること。 

③ パートタイム労働者に対して、教育訓練等の能力開発を計画的に実施していること。 

④ パートタイム労働者が、能力や働きぶり等に応じて担当する職務の内容を高める（キ
ャリアアップする）ことができる仕組みや、パートタイム労働者をパートリーダーなど
役職に登用する制度を導入し、運用していること。 

 ⑤ パートタイム労働者から正社員へ転換するための試験制度を導入し、かつ、正社員転
換の実績があること。 

⑥ パートタイム労働者に対しても福利厚生制度・施設が適用・利用ができる仕組みを導
入し、運用していること。 

⑦ パートタイム労働者からの意見・提案を聴く仕組みを導入し、運用していること。 

⑧ パートタイム労働者を対象とした表彰制度等を導入し、運用していること。 

⑨ パートタイム労働者に対し、社内の情報の共有化を図る仕組みを導入し、運用してい
ること。 

⑩ パートタイム労働者に対して仕事と育児・介護の両立支援制度を適用・周知し、利用
実績があるなど、ワーク・ライフ・バランスのための取組を実施していること。 

⑪ 短時間正社員制度を導入し、実績があること。 

⑫ その他、他の企業の模範となる取組が行われており、かつ本表彰の趣旨にふさわしく
ない雇用管理が行われていないこと。 
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●パート労働ポータルサイト等を活用した効果的な周知 

・上記の取組を効果的に推進していくためには、パートタイム労働者の雇用管理の改善等に資する情

報を一元的に提供する「パート労働ポータルサイト」の活用や、事業主等を対象としたパートタイ

ム労働者の雇用管理の改善に関するセミナー等の開催により、パート労働者活躍企業診断サイト・

宣言サイト及び表彰制度の認知度向上、活用促進に向けた効果的な周知を行うことが重要である。 

 

 


